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1
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金

【物価高騰対策給付金・事業費】
185,500,000

R5計画:138,936,000

R6計画:46,564,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　2670世帯×70千円

事務費　　1598千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　その他　として支

出]

④R５年度分の住民税非課税世帯　（2670世帯）

　電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ，特に家計への影響が

大きい住民税非課税世帯の低所得者世帯に対して，プッシュ型給付により迅速に

給付を実施し，生活支援行った。

　支給世帯　2,653世帯

　支給総額　185,710,000円

　※うち3世帯分210,000円についてはR5推奨事業メニューによる

保健福祉課

2
物価高騰対応重点支援臨時特別給付金事業及び

定額減税補足臨時給付金事業【事務費】
3,343,242 3,343,242

3
物価高騰対応重点支援臨時特別給付金事業及び

定額減税補足臨時給付金事業【事業費】
117,110,000 117,110,000

4

令和6年度住民税非課税世帯臨時給付事業及び

定額減税補足給付金(不足額給付)支給事業【事

務費】

1,406,029 1,406,029

5

令和6年度住民税非課税世帯臨時給付事業及び

定額減税補足給付金(不足額給付)支給事業【事

業費】

81,870,000 81,425,000

6

【充当元事業】

令和6年度住民税非課税世帯臨時給付事業及び

定額減税補足給付金(不足額給付)支給事業

【充当先事業】

R7計画住民税非課税世帯臨時給付事業及び定

額減税補足給付金(不足額給付)支給

充当先の経費：事務費

302,445 243,731

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R6,R7の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　2,599世帯×30千円、子ども加算　195人×20千円、、

定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　3,983人　(38,260千円）　　のうち

R7計画分

事務費　734千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（2,599世帯）、定額減税を補足する給付（うち不足額給

付）の対象者数（3,983人）

　物価高騰等の影響を受ける者のうち、定額減税の不足額給付の支給を行う際に

スムーズに事務が行われるよう必要な事務を行った。

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R６の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　2800世帯×30千円、子ども加算　220人×20千円

のうちR６計画分

事務費　1654千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（2800世帯）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　432世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　226世帯×

100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　130世帯×100千円、子ども加算　308人×50千

円、定額減税を補足する給付の対象者　3983人　(89940千円）　　のうちR６計画分

事務費　3842千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　その他　として支

出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（788世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（3983

人）

（当初調整給付金）

　物価高騰等の影響を受けている低所得者世帯（世帯員数に応じ所得税に関して

は３万円，住民税に関しては１万円を乗じた額がそれぞれ令和６年度所得税と令

和６年度分個人住民税所得割の額を上回る納税義務者で令和６年度分合計所得金

額が1,805万円以内の者）に対し，差額についてそれぞれ１万円未満を切り上げ

た額を合算した額についてプッシュ型で支給し，経済的な支援を行った。

　支給世帯　2,105世帯（対象世帯の総数3,828人）

　支給総額　88,810,000円

（新たな非課税世帯に対する臨時給付金）

　物価高騰等の影響を受けている低所得者世帯(住民税均等割非課税世帯及び住

民税均等割のみ課税世帯）に対し，１世帯あたり１万円を，あわせて18歳未満

の児童が属する世帯に対し，１人あたり５万円を加算した額についてプッシュ型

で支給し，経済的な支援を行った。

　支給世帯　349世帯

　（非課税世帯　221世帯，住民税均等割のみ課税世帯　128世帯）

　（上記に係るこども加算　58人）

　支給総額　28,300,000円

保健福祉課

保健福祉課

　物価高騰等の影響を受けている低所得者世帯に対し，１世帯あたり３万円を，

加えてこどもがいる世帯においてはこども１人につき２万円をプッシュ型で支給

し，経済的な支援を行った。

　支給世帯　2,599世帯（こども加算世帯　107世帯，こども数　195人）

　支給総額　81,870,000円


